予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：民生費　　項：児童福祉費　目：児童保護費
	事業名　発達障がい理解啓発事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　健康福祉部　障害福祉課　発達障害支援係

電話番号：058-272-1111（内2618）

　　　　　　　E-mail：c11126@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        777千円（前年度予算額：   500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	要求額
	777
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	777

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
発達障がい者は、見え方・感じ方・学び方が独特なものとして現れるため、本人には悪気がなく、一生懸命にやっているにもかかわらず、周囲の人から「生意気」「怠け者」「奇妙」などと誤解され、人間関係や集団生活で困難に直面することがある。その結果、うつや引きこもり、強度行動障がいなどの二次障害が生じたり、保護者による児童虐待につながることもある。
そのため、発達障がいの支援にあたっては、本人への行動改善に向けた支援とともに、周囲の人に対して発達障がいについての特性と正しい知識の理解を図ることが有効である。
そこで、身近な地域において発達障がい者が安心して生活ができるよう、県民に発達障がいの認知を図るとともに、その特性と正しい知識についての理解を図る必要がある。
　　こうした取組は、地域医療推進協議会委員からも、「発達障がいは地域で見ていかなければならないので、啓発事業を行ってほしい」（協議会時の県医師会委員の発言）と求められているものである。
（２）事業内容

発達障がい理解啓発研修の実施

　　・研修会の開催（各年度１，０００人：各圏域２００人）

　　・研修会使用テキストの作成

（３）県負担・補助率の考え方

　　　　県10/10　　
（４）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	263
	発達障害者支援センター講師旅費、職員業務旅費

	消耗品費
	50
	資料コピー代

	印刷製本費
	  181
	パンフレット印刷、広報チラシ印刷、認定証印刷

	役務費
	 133
	電話・郵送代

	使用料
	150　
	会場借り上げ費

	合計
	777
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　　岐阜県障がい者総合支援プラン
（２）国・他県の状況

　　　　発達障害者支援法第２２条に、国、地方公共団体（県・市町村）の役割として位置付けられている。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・発達障がい者及びその家族が地域で安心して暮らすことができるよう、県民の発達障がいについての認知を図るとともに、正しい特性と知識の理解を図る。（毎年サポーターを1000名認定）
　　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研修受講者数

	0
（H26  ）
	（H  ）
	（H  ）
	863
（H27  ）
	3,000
（H29  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	これまで、小中高等学校、保健師等を対象とした各種研修会にて、発達障がい理解啓発研修会を実施。今後は企業、放課後子ども総合プラン従事者等幅広い分野の方々を対象に研修会を開催予定。


（前年度の成果）

	８月末現在、計８６３人をサポーター認定。サポーター認定を行うことにより、地域に発達障がいについて認知し、その特性や正しい知識をもつ人を増やすことが出来た。
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　地域住民の正しい理解が進むことで、発達障がい者への誤解がなくなり、発達障がい者及びその家族が地域で安心して暮らすことができる。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　各圏域でさまざまな職種を対象に研修を行い、地域に発達障がいを正しく理解する人が増えており、啓発の効果は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	研修講師は発達障害者支援センターのぞみの職員が行うなど費用の軽減を図っている。


（今後の課題）

	・発達障がいに対する偏見の解消（理解者の増加）。



（次年度の方向性）
	・発達障がいの認知を図るとともに、正しい特性と知識の理解を図るため、継続して研修を実施していく。


